
Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

Connected Communities

Internet of Things

API Economy

The Industrial Internet
Industry 4.0

Complex Systems

Open Innovation

Incubation

“Butterfly Effect”
Edward Norton Lorenz

The Edge of Chaos

Artificial Intelligence

平城宮跡歴史公園 スマートチャレンジコンソーシアム 会長

（株式会社日本総合研究所 プリンシパル）

東博暢

平城宮跡歴史公園スマートチャレンジ シンポジウム
主催：国土交通省 近畿地方整備局 国営飛鳥歴史公園事務所
於：平城宮跡歴史公園 平城宮いざない館「多目的室」

Dissipative structures theory

Singularity

奈良のスマートシティ実現に向けて

～The City as a Service Platform for “Citizen”～

DFFT
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東博暢 / Hironobu Azuma
株式会社日本総合研究所 プリンシパル
（リサーチ・コンサルティング部門 主席研究員/融合戦略グループ長 兼 創発戦略センター Connected Lab. Lab長）

Incubation & Innovation Initiative/「未来」 統括Director https://mirai.ventures/

■委員会活動等
 J-Startup 推薦委員
 内閣府SIP構造化チーム チームメンバー
 内閣府 地方創生推進事務局 国家戦略特区 「スーパーシティ」構想の実現に向けた有識者懇談会 民間等有識者 （第２回・第４回）
 内閣府「公共調達の活用等による中小・ベンチャー企業育成・強化に関する技術審査委員会」委員
 内閣府「内閣府オープンイノベーションチャレンジ2017」アドバイザー
 総務省「電波有効利用成長戦略懇談会 成長戦略WG」 構成員
 総務省「ICT街づくり推進会議 スマートシティ検討ワーキンググループ」構成委員
 総務省「情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 次世代人工知能社会実装WG」構成員
 総務省「ICTサービス安心・安全研究会 改正個人情報保護法等を踏まえたプライバシー保護検討タスクフォース」構成員
 国土交通省・文化庁・奈良県・奈良市等「平城宮跡歴史公園スマートチャレンジコンソーシアム」会長
 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 技術委員
 NEDO・経済産業省・総務省「データポータビリティに関する調査・検討会」構成員
 経済産業省 産業サイバーセキュリティ研究会：WG3（ビジネス化）構成員
 一般社団法人日本スタートアップ支援協会 顧問
 一般社団法人日本スマートフォンセキュリティ協会(JSSEC) 理事
 崇城大学客員教授
 大阪府立大学 イノベーション教育研究所 客員研究員
 九州大学起業部 メンター / 一般社団法人QU Ventures 理事
 一般社団法人 日本経済団体連合会「Society5.0実現部会 大都市WG」メンバー
 産業競争力懇談会（COCN）「人工知能間の交渉・協調・連携による社会の超スマート化」プロジェクトメンバー

■地方自治体 アドバイザー
 大阪府/大阪市/経済界等 大阪スタートアップ・エコシステムコンソーシアム アドバイザー
 大阪市「イノベーション促進評議会」評議員
 大阪商工会議所「第４次産業革命推進委員会」委員
 奈良県 AIタウン特別検討会 座長
 橿原市 都市計画マスタープラン検討員会 委員
 橿原市 総合政策審議会委員
 三重県「データサイエンス推進構想（仮称）」有識者会議 委員
 浜松市 ベンチャー支援アドバイザー
 浜松市 フェロー（デジタル・スマートシティ）
 山梨県 リニアやまなしビジョン（仮称）検討会議 検討委員 等 多数兼務
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スタートアップ支援
Tech-startups

Heavy Science/Deep Tech.

Carve out

まちづくり
（Smart City）

Culture
Creative

（Cool Japan）

Open
Innovation

Social Design

Ecosystem

Policy
Rule

Beyond Capitalism
Aesthetic Experience

Human
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Innovation
Economic Growth Theory:経済発展の理論（1929）
Joseph Alois Schumpeter

New combinations
アントレプレナーによる新結合により経済成長がもたらされる

新しい財貨の生産：Production innovation
新しい生産方法の導入：process innovation
新しい販路の開拓：market innovation
原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得：supply chain innovation
新しい組織の実現（独占的地位の形成やその打破）：organization innovation

『イノベーションは､視点を変えたり自分自身が変わったりすることが
出発点になるのだ｡
ものの見方や自分自身を変えようとしているうちに､それまでとは異なったもの
が見えてくる｡』

『未来につきものの不確実性に対する反応として､俊敏な対応もある｡
戦略的な柔軟性は､不確実性の時代には望ましい要素だ｡
移り変わりの激しい世の中で､すみやかに製品や流通チャネルや技術を変更
していくのは企業にとって必須の条件だ｡』

-Gary Hamel
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1. 第４次次産業革命/ Society5.0 ～複雑化する社会

2. 世界のスマートシティのトレンドについて

3. 我が国のスマートシティ戦略について

4. パークチャレンジを通じた奈良のスマートシティの推進
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第４次産業革命期
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まずは
変革のスピート感
をつかんでみる

１００年前～現在

7

情報通信技術の急速な進展
による産業構造の変革
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Apple
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Smart Phone元年 2020
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2000【3G】
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2005【3.5G】
10 Mbps

2010【3.9G】
100 Mbps

2015【4G】
1Gbps

USTREAMFacebookSkype

YouTube

Wikipedia

2020【5G】
≧10Gbps

NEC

FUJITSU

TOSHIBA Fab
makexyz

SalesforceGoogle

amazon
ebay

YAHOO!

1900s
1980

“The Third Wave”
Alvin Toffler

1995

“Being Digital”
Nicholas Negroponte

mixi
GREE

niconico

2005

“Web2.0”
Tim O'Reilly

2012

“MAKERS”
Chris Anderson

Wearable
IoT
A.I.

CyberAgent

RAKUTEN
DeNA twitter

fitbit

100年前 35年前 20年前 10年前 5年前 3年前 5年後現在

金融

交通

医療

衛星

Sharing

PayPal
Square  Stripe
KICKSTARTER

Braintree
Bitcoin

TOYOTA TESLA Google Auto

GENE TECHNO
SCIENCE 23andME iPS Genequest

SPACEX Axelspace TITAN

Airbnb/UBER

Dartmouth
Conference

1956

Expert 
System
1980s

Redwood
Robotics 

Siri

DeepMind
Deep Blue
(chess) Watson(Quiz)

CYBERDYNE metaps

Scigineer

Preferred Networks

pepper

Aldebaran Robotics

Geminoid
Robot
A.I.

Cortana

PEZY Computing Wit.ai

Face.com

SORACOM
connectFree

2015

CPS/IoT/AI
Platform形成

第4次産業革命

インターネット
商業化 Social化 Mobile化 自律化

8
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複雑系/創発
Complex Systems

パラダイムシフト
Paradigm Shift

The Structure of Scientific Revolutions:科学革命の構造 (1962)
- Thomas Samuel Kuhn

第４次産業革命期、政治・社会・経済・制度・・
システム全体が非常に不安定な段階に入っている

エコシステム
Eco-system



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.10

平成末期～令和初期

新たな「資本」主義への幕開け
（第4次産業革命から「資本主義革命」へ）

Invisible Capital / Circular Economy / SDGs

価値観・ライフスタイルの変化
経済的指標（競争力） → 幸福度（「いのち輝く」）

「個人」・「コミュニティ」がより力を持ちつながる時代に

Connected Communities

産業構造の変化
POWER SHIFT

統合イノベーション戦略／融合・エコシステムの時代
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Society 5.0
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Society5.0第5期科学技術基本計画
（平成28～平成32年度）

1. エネルギーバリューチェーンの最適化
2. 地球環境情報プラットフォームの構築
3. 効率的かつ効果的なインフラ維持管理・更新の実現
4. 自然災害に対する強靱な社会の実現
5. 高度道路交通システム
6. 新たなものづくりシステム
7. 統合型材料開発システム
8. 地域包括ケアシステムの推進
9. おもてなしシステム
10.スマート・フードチェーンシステム
11.スマート生産システム

ＩＣＴを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間
（現実世界）とを融合させた取組により、人々に豊かさをも
たらす「超スマート社会」を未来社会の姿として共有し、そ
の実現に向けた一連の取組を更に深化させつつ「Society 5.0
」として強力に推進し、世界に先駆けて超スマート社会を実
現していく。

「必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだ
け提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる
人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語とい
った様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのでき
る社会」

総合科学技術・イノベーション会議
Council for Science, Technology and Innovation：CSTI

- 革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）
- 官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）
- 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）
- ムーンショット型研究開発制度
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（出所）一般社団法人日本経済団体連合会「Society 5.0 －ともに創造する未来
－」

Society5.0の実現・社会実装
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スマートシティ・タスクフォース

M
aru

イノベーション政策強化推進チーム
○チーム⾧:和泉総理大臣補佐官 ○構成員:各府省局⾧・審議官級
○事務局:イノベーション推進室

統合イノベーション戦略推進会議
議⾧:官房⾧官、議⾧代理:科技大臣

知
財
本
部

健
康
・

医
療
本
部

海
洋
本
部

宇
宙
本
部

Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｉ

各
府
省

Ｉ
Ｔ
本
部

○タスク・フォースの設置
Society5.0実現加速（スマートシティ・タスクフォース） : 
 統合イノベーション戦略推進会議及びイノベーション政策強化推進チームにおいてスマートシティの取組を推進。特に重要なアーキテクチャ構築やデー

タ標準化等について議論するため、関係本部・府省によるタスクフォースを設置。
 スーパーシティ構想については、国家戦略特区会議において、抜本的な制度改革も含めた全般的な設計・運営を担う。このうち、実装すべき技術や

インフラ整備に関して、Society5.0実現加速TFでの検討を踏まえ、イノベーション推進会議が支援する。

指示 報告

「スーパーシティ」構想懇談会

(地創大臣設置 座⾧:竹中座⾧)

連携
支援

○タスク:スマートシティの基本方針（共通アーキテクチャ、データ連
携のあり方等）、政府施策の方向性

○構成員:CSTI、IT、健康・医療、再生、地方創生、総、経、国、
民間（経団連、データ流通推進協議会、COCN等）ほか

○事務局:イノベーション推進室、地方創生推進事務局

Society 5.0実現加速（スマートシティ）TF

○スケジュール（スマートシティ関連）
 18年12月 推進会議:スマートシティ実装の議論を開始
 19年2月- タスクフォースにおいて、スマートシティの基本方針（共通アーキテ

クチャ、データ連携のあり方等）を整理
 3月 推進会議:スマートシティに関する政府施策の方向性を打出し
 ３-6月 B20、G20において日本の取組を発信

○スケジュール（スーパーシティ関連）
 18年12月 国家戦略特別区域諮問会議
 19年2月 懇談会最終報告
 春 制度全体の整備
 夏以降 エリア公募、選定

各エリアでの開発計画策定、インフラ等の整備、運営

国家戦略特区諮問会議
（議⾧:総理大臣、進行:地創大臣）

【スーパーシテイ全体の設計・運営】
地
方
創
生

推
進
事
務
局

〇タスク：制度全体の設計
〇事務局：地方創生推進事務局

指示 報告

（内閣府作成）

Society5.0実現加速TF

通称：スマートシティTF
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Society 5.0時代における街づくり

第4次産業革命期
我々はどのように地域課題を克服するか？

Society 5.0

Vision of human-centered future society promoted by
the Japanese government (G20)

ＩＣＴを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）とを融合させ
た取組により、人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」
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SDGs

Sustainable Development Goals
持続可能な開発目標

18

つまり、社会を持続する為に世界的に解決するべき課題

No one will be left behind
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STI for SDGs

科学技術イノベーション（Science, Technology and Innovation : STI）を
用いて社会課題を解決することによりSDGsの達成を目指す
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Global Agenda
人類の世界的共通課題に対応するガバナンスの変化

Notes for the presentation at the Workshop
Towards a New Economy – What is Needed.

by Robert Hoffman
October 1, 2012

Club of Rome General Assembly,  Bucharest, Romania

Principles for a new approach to economics

Against Short-Termism
資本主義経済・市場経済と民主主義政治における短期指向の克服
グローバルなガバナンスの改善・強化

様々な危機回避策の前提条件として「金融システム」を見直す必要がある

1972 2012
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資本主義経済の限界か？ —世界は疲れている—
「幸福とは何か？」

-２０２５年国際博覧会検討会報告書(2017)
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新たな価値観を世界へ

いのち輝く未来社会のデザイン
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1. 第４次次産業革命/ Society5.0 ～複雑化する社会

2. スマートシティとは/世界のトレンドについて

3. 我が国のスマートシティ戦略について

4. パークチャレンジを通じた奈良のスマートシティの推進
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The History of Innovation, Data Governance & Smart City Strategy

Internet革命 >>>
Innovation



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

個人情報保護・プライバシー セキュリティ・データトラスト

OPEN Data Civic Tech Smart City
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Cyber-Physical System: CPS
Digital Transformation :DX

“X” as a Service : XaaS
X-Tech

“The City” as a Service Platform for “Citizen”

AgriTech

AdTech
FinTech

EdTech

FashTech

FoodTech

HealthTech HRTech

LegalTech 
MarTech

MedTech

RetailTech

GovTech
CivicTech
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Digitization:
the process of changing from analog to digital form.

- Gartner’s definition -

Digitalization:
The use of digital technologies to change a business model and provide new revenue 
and value-producing opportunities; it is the process of moving to a digital business.

- Gartner’s definition -

Digital transformation(DX):
The position is also framed around an empirical and theoretical understanding of the 
evolving technology that we label the digital transformation in which an appreciation 

of aesthetic experience is regarded to be a focal methodological concept.

The digital transformation can be understood as  the changes that the digital technology 
causes or influences in all aspects of human life.

-“Information Technology and The Good Life”, Erik Stolterman et al., Umea Univ.,
Information System Research Relevant Theory and Informed Practice, IFIP TC8/WG2 2004 -

美的体験
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スーパーシティ＝スマートシティ＋規制緩和

＝住民QoLが最大化する街づくり
＝持続的な（生活）空間価値の最大化
＝地域課題解決型街づくり＋未来志向
＝スマートシチズン
＝ 美的体験：Aesthetic Experience

≠インフラ開発（不動産投資）
≠機能性都市（i.e. 環境都市）

スマートシティ

Citizen Driven

Data Driven
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重要なのは、「住民QOL向上の本質」を捉えること。
未来社会は “Citizen Centric Society” から “Citizen Driven Society”へ

市民の関与（いわゆる シビック・エンゲージメント）が重要

サービスは利用者たる市民によってアップデートされ洗練化される。
技術は、市民に受け入れられ社会実装され“文化”となる。

これだけ社会課題の多い我が国は
“Global Living Lab”

になりうる可能性がある。

日本人の日常生活は、日本人が思っている以上に
創造性豊か（Creative）で多様性に満ちている(Diversity)
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The World’s Cities in 2016

31
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In  2016             54.5 %

●● % of the world’s population lived in urban settlements…

The Number of “megacities”(more than 10 million inhabitants)

In  2016             31

By 2030             41

By 2030             60.0 %

32
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世界は都市化

しかしながら日本は「特殊」

日本には「地方」がある

都市と地方との共存・共栄は可能か！？

Challenge！！
（それは後ほど・・・）
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スマートシティ政策は

Global Issue

ほぼSDGｓの世界
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G20
Osaka Leaders Declaration

Innovation: 
Digitalization, Data Free Flow with Trust time

We reaffirm the importance of bridging 
the digital divide and fostering the 
adoption of digitalization among micro, 
small and medium enterprises (MSMEs) 
and all individuals, particularly 
vulnerable groups and also encourage 
networking and experience-sharing 
among cities for the development of 
smart cities. 

36
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38

■第8回アジア・スマートシティ会議：Asia Smart City Conference(ASCC)【横浜市】

■ASEAN Smart Cities Network High Level Meeting in Yokohama 【国土交通省】
→2018年の日ＡＳＥＡＮ首脳会議での安倍総理のＡＳＥＡＮスマートシティ・ネットワーク
（ＡＳＣＮ）への協力を推進を宣言

■グローバル・スマートシティ・アライアンス設立会合【内閣府・世界経済フォーラム】

アジア・スマートシティ・ウィーク
2019年10月8日～11日



G20 Global Smart Cities Alliance for technology governance
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イノベーション・エコシステム

の

都市・地域間連携/競争

の時代に
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インキュベーターとしての

「都市」

イノベーション・エコシステムとしての

「スマートシティ戦略」
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New York 
人口約860万人・面積780 km²

アメリカ最大の都市であり、世界の政治・経済の中心

①VISION
PlaNYC/ “One New York：The Plan for a Strong and Just City）”

“The World's Fastest Growing Startup Technology Center” 

②Governance/ Management and Facilitation
NYC / Digital NYC

③OPEN Data
NYC OPEN Data

④Innovation Hub/Platform
Digital NYC

⑤Top Down ＆ Local Leader(Owner) Ship
首長のリーダシップと市民との連携

⑥Living Lab.
BetaNYC

ニューヨーク市は、2016年にSmart City Expo World Congress で「ベスト・スマートシティ」として表彰されている。デジタル技術の活用に
より市民生活の向上や都市インフラの効率化などに取り組んでいる点や、世界の都市を主導して「IoTガイドライン」を策定し たことが評価
されたスマートシティ先進地域である。
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“The World's Fastest Growing Startup Technology Center” 
- Making NYC the most innovative, tech-friendly, and equitable big city in the world -
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 ニューヨーク市はオープンデータ法（Local Law11 of 2012）を制定して、市民によるデータ活用を後押しするとともに、
行政でも組織横断的にデータの公開と活用を促進するために、市役所に CAO（Chief Analytics Officer）ならびにデー
タアナリスト数名から成るデータ解析室（MODA： Mayor’s Office of Data Analytics）を設置している。

 The Mayor’s Office of Data Analytics , Department of IT and Telecommunicationsが連携してオープンデータ
チームを組成、“Open Data for All”のミッションの下、NYCでのオープンデータの活用推進を担う。

 NYC Open Data は1,600を超える各種データセットを提供している。

NYC Open Data は

1,600を超える

各種データセットを提供

 シビックテックやオープン・ガバメントに取り組む市民団体であるBeta NYCや、シビック
テックにコワーキング・スペースを提供するCivic Hallが、ニ ューヨーク市のパートナー
として、IoTやオープンデータを活用した市民参加型プロジェクトを支援し ている。
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中国
新型智慧城市

（出所）中国新型智慧城市建设与发展综合影响力评估结果通报
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 既存の街並みのない地域での開発のため、制約条件の少ないインフラ敷設が可能。各種データの収集及びマネジメ
ント機能を持ち、関連産業の創出や住民向けサービスの展開を計画している。

 環境負荷が低く生活利便性が高い街とするため、通
信インフラ、セキュリティ機能を備えた街づくりを
進める。データ集積による関連産業の発展を促進す
る。

 交通インフラとともに、通信インフラ、エネルギー
インフラの「三位一体開発」を行い、オーダーメイ
ド型の公共交通を基本とする交通網を構築する。

 システムの安全が確保された企業や個人の「データ
口座」を構築することで、信頼性の高い民生サービ
スや医療サービスの提供を可能にする。

※ただし詳細計画は、京津冀共同発展チーム実際に開発を担うデ
ベロッパーが検討している最中（2018年5月現在）。そのため、
データプラットフォームのあり方やインフラ敷設方針については
未定の要素が多いと思われる。

出所：国務院《河北雄安新区规划纲要》より

先行開発エリアのレイアウト

先行して20～30km2の開発を進める。複数のデベロッパーに
担当地区を割り振り並行して開発を進めるものと推察される
（関連事業者への日本総研による聞き取りをもとに）。

開発方針

 雄安新区の概要
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深圳“互联网+”未来科技城选址地块重点产业项目遴选方案
来源：深圳特区报 2019年10月23日 版次：A03

深圳“互联网+”未来科技城选址地块位于宝安区大铲湾港区，金港大道大铲湾段以东。为解决重点推进的重大产业项目用地需求，根据《深圳市工业及其他产业用地供应管理办法》（深府规〔2019〕4号），结合宝安产业发展布局规划，现就深圳“互联网+”未来科技城选址地块提出如
下重点产业项目遴选方案：
一、项目名称
深圳“互联网+”未来科技城
二、意向用地单位
腾讯科技（深圳）有限公司
三、项目可行性研究
（一）项目背景：腾讯公司业务持续增长，2018年实现总收入约3127亿元人民币，相比2017年同比增长32%；实现盈利约775亿元人民币，相比2017年同比增长19%。2018年腾讯公司通过战略升级，以及持续的投资与创新，深耕消费互联网，拥抱产业互联网新机遇，通过提供数据接口和
数字工具，激发各个行业进行数字创新，共建数字生态共同体。同时，增强移动支付领先地位，丰富金融科技产品；扩大全球手机游戏发行业务，扩展数字内容能力；建立小程序生态系统，加强基础科学研究，保持稳健的发展。

（二）必要性：近年来国家和深圳市提出大力实施创新驱动发展战略，推动产业数字化，利用互联网新技术新应用对传统产业进行全方位、全角度、全链条的改造，提高全要素生产率，释放数字对经济发展的放大、叠加、倍增作用；同时以“大众创业、万众创新”为核心的“双创”活
动，与“互联网+”产业紧密结合，进一步推动全社会生产力的变革，是推动深圳经济发展新的增长点。规划建设未来科技城项目，是宝安贯彻落实深圳“互联网+”行动计划的重要举措，是深圳建设世界科技地标的重要行动，对宝安打造拥有核心关键技术的“互联网+”产业集群、引领深
圳成为国际创新科技城市具有重要意义。
目前，项目意向用地单位腾讯科技（深圳）有限公司在深圳市南山区已有两块产业用地，分别为：2006年2月取得T304-0111地块，土地面积5999.85平方米，土地功能为工业用地，已建腾讯大厦；2010年4月取得T204-0072地块，土地面积18650.95平方米，土地功能为工业用地，已建腾讯
滨海大厦。项目意向用地单位关联公司腾讯数码（深圳）有限公司在深圳市南山区已有一块产业用地，于2015年5月取得T201-0081地块，土地面积24947.84平方米，土地功能为商业性办公用地，在建腾讯前海大厦。
在深圳市共有约38000名员工，办公面积约70万平方米，其中自有物业面积33万平方米，租赁面积37万平方米。根据公司业务发展，员工人数按每年增长13%预测，未来7年人数将达到约89000人，按人均20平方米测算，办公面积总需求为178万平方米，减去自有物业腾讯大厦、滨海大厦
计33万平方米以及目前在建前海大厦15万平方米,办公面积缺口达130万平方米。
（三）可行性：项目将以互联网、移动互联网软件研发及相应互联网服务提供为重点，包含效果广告、互联网云、互联网医疗、互联网教育、互联网体育和互联网双创等六大核心产业，符合国家、省、市“互联网+”产业的发展规划和政策要求。据统计，目前中国网民规模超8.5亿，占全
国人口的比例超60%；中国手机网民规模超8亿，手机上网占比超94%，项目具有广阔的市场发展前景。项目全部建成运营后预计将可容纳7.5万名办公人员，集聚中高端专业人才；项目预计将产生良好的经济效益，推动深圳和宝安的经济社会持续稳定发展。
（四）主要建设内容：项目将建设“六基地一平台”，包括效果广告研发推广基地、互联网云全球研发基地、互联网+医疗基地、互联网+教育创新实践基地、互联网体育产业互动基地、互联网+双创基地以及前沿科技领域研究中心。
（五）需求面积：根据建设项目的规划，建筑面积共计约200万平方米。其中：效果广告研发推广基地项目25万平方米；互联网云全球研发基地项目25万平方米；国际互联网+医疗基地项目24万平方米；互联网+教育创新实践基地项目24万平方米；互联网体育产业互动基地项目22万平方
米；互联网+双创基地项目10万平方米；前沿科技领域研究中心项目20万平方米；其它配套设施建筑面积50万平方米。
四、产业准入条件
（一）产业类别：战略性新兴产业-数字经济（A03互联网产业）
（二）主体资格：
1. 竞买申请人应为深圳注册的企业法人；
2. 竞买申请人从事该地块准入行业不少于5年；
3. 竞买申请人的实际控制人是中华人民共和国香港特别行政区主板上市公司，上年度营业收入不低于3000亿元人民币；
4. 竞买申请人应当为符合《深圳市工业及其他产业用地供应管理办法》（深府规〔2019〕4号）里规定的遴选要求企业。
（三）研发技术：竞买申请人拥有核心自主研发能力，具有国家知识产权局授予的中国专利金奖不少于3项，中国专利优秀奖不少于9项。
（四）产品品质：竞买申请人拥有两种或两种以上互联网产品，每种产品的月活跃互联网账户数不低于8亿。
（五）项目投入产出效率：
1. 投产时间：项目取得土地使用权起7年内建成投产;项目分两期建设，其中一期取得土地使用权起5年内建成投产。
2. 投资强度：投资强度（投资总额/占地面积）≥48000万元/公顷。
3. 产出效率：用地产出（单个监管期内年均营业收入/占地面积）≥60000万元/公顷·年。
4. 纳税强度：纳税强度（单个监管期内年均实缴纳税额/占地面积）≥1500万元/公顷·年。
5. 节能环保：产值能耗（单位产值的年能耗量）≤0.02吨标准煤/万元·年。
五、项目用地情况
（一）用地规模：80.9万平方米
（二）用地功能：新型产业用地（M0）+公共管理与服务设施用地（GIC）
（三）建设规模：建筑面积200万平方米（以最终土地使用权出让合同为准）
（四）土地供应方式：“带产业项目”挂牌出让
（五）期限：三十年
（六）权利限制：
1. 项目建设用地不得改变土地用途，建设用地使用权及建筑物不得转让，初始登记后不得办理分证；允许抵押，但抵押金额不得超出合同剩余年期地价与建筑物的残值之和。
建设用地不得转让，竞买申请人及其实际控制人直接或间接所投资的企业使用面积占总面积不少于80%，总面积不多于20%的部分允许出租。会议中心及配套酒店属于自用范围，竞买申请人可对外经营。
2. 人民法院强制执行拍卖或者变卖项目建设用地使用权的，次受让人应当承接原国有建设用地使用权出让合同及产业发展监管协议规定的受让人责任及义务，原国有建设用地使用权出让合同约定的土地使用条件不变。人民法院强制执行又无符合条件的次受让人的，其建设用地使用权及
地上建（构）筑物由区政府回购。
3. 项目建设用地使用权以及附着于该土地上的建（构）筑物及其附属设施不得以股权转让或变更的方式变相转让。
（七）竞买资格条件：
1. 竞买申请人应为深圳注册的企业法人；
2. 竞买申请人应当为符合《深圳市工业及其他产业用地供应管理办法》（深府规〔2019〕4号）里规定的遴选要求企业,并通过重点产业项目遴选。
六、环境保护要求
在生产过程中，粉尘、废水、废气、废渣、噪声等排放和产生符合国家、省、市环保政策和法律法规的标准和要求。

85.2億元
（約1300億円）で

大鏟湾の土地を落札
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（参考）粤港澳大湾区（広東・香港・マカオグレートベイエリア）
 香港は広東省・マカオを含めた大湾区を中心にスマートシティ化を推進している。

 特に、香港⇔深センの連携による新技術の社会実装は、加速しており、近年では、香港の高齢化社会の課題解決のため
の医療機器開発やサービス開発にも積極的であり、技術レベルやプロダクトデザイン等のUI/UXに関しても進化している。

（出典）香港特別行政区 行政長官キャリー・ラム氏資料（2019年4月9日）



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.50

1. 第４次次産業革命/ Society5.0 ～複雑化する社会

2. スマートシティとは/世界のトレンドについて

3. 我が国のスマートシティ戦略について

4. パークチャレンジを通じた奈良のスマートシティの推進
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Before Internet
After Internet

50歳

30歳

100歳
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国土基盤ストックの維持管理・更新費動向

我が国の人口の推移

（出典）2015年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳人口を除く）、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計）

（出典）国土審議会：第3回長期展望委員会
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3.5G

10Mbps
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3.9G

100Mbps

2015
4G
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2020
5G

≧10Gbps
回線速度の推移

人口増加
環境下での

街づくり

人口減少
超高齢化

環境下での
街づくり

国土基盤ストックの
更新に伴う

都市の（再）開発の増加

• 急速に進む少子高齢化
→街の高齢化に対する対応

• 人口の低密度化と地域偏在化が顕著に
→地域特性に合った街づくり対応

• 流出流入人口の対応も視野に入れる
必要あり。特に、インバウンド観光対応。
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訪日外国人旅行者数の推移と政府目標

2030年
6,000万人

2030年
4,000万人

• 国土基盤ストックの老朽化/国土強靭化
→国土基盤更新に伴う、基盤の高度化

• 都市の再開発の増加
→国土基盤と連携した街の高度化

ICT利活用

（出典）観光庁統計より日本総合研究所作成

急速な情報通信
関連技術の進展
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このような大きな環境変化で

既存の都市開発・街づくりプロセス

を踏襲するだけで今後１００年

都市経営できるのか？
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２０５０年のまち
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市町村の人口密度と行政コスト

都市構造がコンパクトになり
人口密度が高まれば、

効率的に行政サービスや
経済活動も行える。

長年コンパクトシティ化
については議論されてきているが

・・・・
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コンパクトシティにテクノロジーが実装され進化する
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ポイントは

「課題解決型＋未来志向型」まちづくり

本質は

人々の暮らしを豊かにするためのテクノロジーの社会実装

あらゆるシーンが想定される
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課題解決型街づくり

未来志向型街づくり

Painkiller

Moonshot
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Living Lab

共創（Co-Creation） ユーザーと生産者による共同でのデザイン

調査（Exploration） 新たな利用方法、行動様式、市場機会の発見

実験（Experimentation） ユーザーのコミュニティでの生きたシナリオ

評価（Evaluation） 社会人間工学、社会認知、社会経済の基準に従って
コンセプト、製品サービスの評価

（出所）欧州委員会

産官学市民連携＋新たな金融システム

市民と共創する「まちづくり」

まずは「体験」から
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Beyond Limits. Unlock Our Potential. 
～世界に伍するスタートアップ・エコシステムの拠点形成戦略～
（中間取りまとめ）

世界と伍するスタートアップ・エコシステム拠点都市選定

スマートシティの実現に向けて（中間とりまとめ）

先行モデルプロジェクト

次々と政府によるエリア選定計画の報道が

面的に展開を意識した政策の選択と集中が進む

「スーパーシティ」構想の実現に向けて（最終報告）

スーパーシティエリア選定

SDGs未来都市選定
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個別分野





Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.66 66



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.





Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.69



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.70





Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

全ての医療・介護を
かかりつけから在宅で。

全てキャッシュレス。
エリア内は現金不要。

いつでもどこでも必要な
移動・配送サービスを提供。

エネルギー、上下水、リサイクル
などをコミュニティ内で最適管理。

全ての行政手続を、
個人端末で効率的に処理。

全ての住民・子どもに
世界最先端の教育環境を。

分野間データ連携

エネルギー
水、廃棄物

遠隔教育

遠隔医療
・介護

ｷｬｯｼｭﾚｽ行政手続
ﾜﾝｽｵﾝﾘｰ

自動走行
・自動配送

I. 以下のような領域（少なくとも５領域以上など）を広くカバーし、生活全般にまたがる。
①移動、②物流、③支払い、④行政、⑤医療・介護、⑥教育、⑦エネルギー・水、⑧環境・ゴミ、⑨防犯、⑩防災・安全

II. 2030年頃に実現される未来社会での生活を加速実現する
― 域内は自動走行のみ、現金取扱い・紙書類なしなど

III. 住民が参画し、住民目線でより良い未来社会の実現がなされるよう、ネットワークを最大限に利用する。

「スーパーシティ」構想（具体像）

５
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「スーパーシティ」構想（データ連携基盤）

スーパーシティは、様々なデータを分野横断的に収集・整理し提供する「データ連携基盤」（都
市OS）を軸に、地域住民等に様々なサービスを提供し、住民福祉・利便向上を図る都市。

国家戦略特区データ連携基盤整備事業
都市OS

サービス
アプリケー

ション
（例）

先端的区域データ活用事業活動の実施を促進するため、データの連携を可能とする基盤
を通じ、データを収集・整理し提供

デジタル
データ
（例）

スーパーシティの構成

政府・自治体 地域 民間企業 個人

行政・住民データ 空間データ 企業保有データ 個人データ

行政
手続

物流 交通 防災 社会
福祉

教育 金融 環境
保全

地域住民政府
自治体

NPO 大学
企業

観光客

標 準 A P I

標 準 A P I

相
互

接
続

他
の
都
市
OS

６
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「稼ぐ力」の強化に向けた『Society 5.0』
社会実装モデルのあり方検討会」

大阪スマートシティ戦略会議

つくばスマートシティ倫理原則

デジタルファースト宣言

加賀市スマートシティ推進官民連携協議会
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これからのまちづくりはどう変わる？
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コペンハーゲン市のスマートシティ戦略

“The World's Fastest Growing Startup Technology Center” 
- Making NYC the most innovative, tech-friendly, and equitable big city in the world -

ニューヨーク市のエコシステム

市民団体オープンデータ推進

官民実装プロジェクト

産官学市民融連携

まず街としての思想哲学がありVISIONを示して
エコシステムを構築
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街づくりのプロセスイノベーション

都市計画も変わる
Smart Planning

街づくり×オープンイノベーション

調達方法も多様に
PCP / STiR
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都市計画部局とICT部局との連携が弱い or 皆無。
街づくりに係るICT人材の不足。

これまでの街づくり・都市開発プロセス

基
本
構
想

基
本
計
画

導
入
可
能
性
調
査

実
施
方
針
公
表

民
間
事
業
者
の
募
集

（
入
札
告
示
）

特
定
事
業
選
定

審

査

落
札
者
決
定

事
業
契
約
締
結 不

動
産

：
D

ev
el

o
p
er

設
計

：
設

計
事

務
所

設
備

・
調

達
先

：
IC

T
事

業
者

等

施
工

：
G
en

er
a
l 
C
o
n
tr

a
ct

o
r

研究者や有識者より研究・民間情報等をINPUT。
しかしながら建設・設計土木色が強く、最新のICT要素のINPUTが少ない or 皆無。

計画段階で民間のノウハウが入るものの、主に建設コンサル・PFI
アドバイザーによる民間事業手法の活用検討・VFM算出の為、ICT
施策が十分に反映されていない。

４８(カ月)３６２４１２０

自治体主導

民間からの意見招請

委員会

住民参画

委員会

住民参画

78

ICT関連サービスを想定した仕様の
落とし込みができない。

街づくりへのICT関連事業者の関与
機会が設計・施工段階になるまで
少なく、結果、高コスト構造になる
（ベンダーロック等が発生）。

基本構想から実施方針を公表するまでに、２～３年程度、まちびらき（竣工）まで５年以上を要し、ICT関連技術や
サービス、ビジネスモデルの急速な発展により、まちびらき時点で、基本構想や基本計画は旧態依然としたものとなる。

手
続
き
を
簡
易
化
し
た

P
F
I

手
法
に
よ
る
街
づ
く
り

完璧なまでのウォーターフォール型開発
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これからのスマートシティ開発プロセスの在り方

４８(カ月)３６２４１２０

今
後
あ
る
べ
き

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
開
発
プ
ロ
セ
ス

基
本
構
想

基
本
計
画

導
入
可
能
性
調
査

自治体主導

委員会 実
施
方
針
公
表

民
間
事
業
者
の
募
集

（
入
札
告
示
）

特
定
事
業
選
定

審

査

落
札
者
決
定

事
業
契
約
締
結

民間からの意見招請

委員会

リビング・ラボ（Living Lab）：住民との共創拠点

開
発

③常に新たなアイデア・技術を住民を巻き込んだProof Of Concept（POC）を実施し、街づくりに反映できる体制作りを。

------
------
------

方針
指針

積極的な情報提供
・参照体制を

ICT関連事業者
スタートアップ

アーティスト・デザイナー

クリエイター等

ICT関連事業者・スタートアップ企業等が基本構想の策定段階
（上流工程）から関与し、 ICT基盤の設計思想やサービス創出
の仕掛けを反映する仕組みの構築が重要

①中央と地方の関係

②ICT関連事業者やスタートアップ等の多様なステークホルダ
ーが街づくりの上流工程へ積極関与できる仕組みを。

スマートシティ政策がようやく内閣府中心に各省まとまりつつある。

アジャイル開発＋ウォーターフォール型開発のMIX
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Agile Methods

各ステージで関わる関係者を含めたアジャイルモデルを適応したプロジェクトのライフサイクル

アジャイル方法論を使用してデジタルサービスプロジェクトを遂行するための戦略
と実践的な使用方法について説明するガイド

Spain / Barcelona

80
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要するに

作りこみすぎないことも大事

である

81
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スマートシティ共通リファレンスアーキテクチャ
（設計思想）
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対象
５ 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 1 2 3 4

ガバナンス・マネジメント ナイトタイムエコノミー

個
人

居
住
者

家族

子ども

父親

母親

祖父母

・・・・

単身世帯

独居老人

単身赴任

留学生

・・・

非
居
住
者

国内観光客

海外観光客

ワーカー

事
業
者

to 
C

商業施設

医療機関

ホテル

交通機関

・・・・

to 
B
to
G

域内事業者

域外事業者

・・・・

（ポジ）ナイトタイムエコノミー推進によ
る収益増

（ネガ）観光客の深夜行動に伴う
治安・騒音・ごみ問題対策

テレワーク推進 テレワーク推進

ナイトアンバサダー/ナイトメイヤー

ナイトタイムMaas介護Maas 観光Maas

見守り

見守り
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土地

交通網

エネルギー網

デジタルアセット

建物/端末

データ

組織

P
hy

si
ca

l N
.W

.

思想・哲学/歴史・文化

戦略/政策

P
hy

si
ca

l L
ay

er
D

ig
it

al
 L

ay
er

ルール

（
法
律
・
条
例
・
原
則
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・
規
則

等
）

サービス
（ビジネス）

機能

連携機能

都
市
O
S

ネットワーク

センサー群

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
認
証

Virtual X 基盤

センサー、アクチュエーター、ハードウェア…

５G/WiFi/BWA/LPWA/衛星/放送/可視光・・・

Smart Citizen
（教育）

時間

市民

リビングラボを通じたシチズンリテラシー向上
STEAM教育（特にリベラルアーツ）/リカレント教育

データ収集、データ結合
データクレンジング、IoTデバイス管理 等

データセット、語彙・コード、データカタログ 等

サービス、ソリューションを実現する個別機能 等

サービス、ソリューション、規約、
契約、エコシステム、実証実験 等

実施機関、協議会、運営組織 等

ビジョン、スコープ 等

地域の未来・CONTEXT

ｔ

病院・かかりつけ医
に行くのがつらい。
骨折が怖い。

引っ越してきたけど
手続きが・・・
こどもの安心・安全が

渋滞の解消を

できないか？

解

決

認知症になって
家族に迷惑を
かけたくない
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1. 第４次次産業革命/ Society5.0 ～複雑化する社会

2. スマートシティのトレンドについて

3. パークチャレンジを通じた奈良のスマートシティの推進



市

町

村
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奈良県推計人口調査（月報）

（出所）奈良県 「最新の調査結果（令和元年12月1日現在）」
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奈良県の過疎地域
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奈良県の歴史文化は何にも代えがたい。

古代と未来が融合する「スーパーシティ」を
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平城宮跡歴史公園が

奈良県に所在する

壮大な「リビングラボ機能」を有した

「実験公園」

市民とスマートシティの初めの接点となる
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CASE: 平城宮跡歴史公園スマートチャレンジ

92
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土地

交通網

エネルギー網

デジタルアセット

建物/端末

データ

組織

P
hy

si
ca

l N
.W

.

思想・哲学/歴史・文化

戦略/政策

P
hy

si
ca

l L
ay

er
D

ig
it

al
 L

ay
er

ルール

（
法
律
・
条
例
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・
規
則

等
）

サービス
（ビジネス）

機能

連携機能

都
市
O
S

ネットワーク

センサー郡

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
認
証

Virtual X

センサー、アクチュエーター、ハードウェア…

５G/WiFi/BWA/LPWA/(準天頂)衛星/放送/可視光・・・

Smart Citizen
（教育）

時間

市民

リビングラボを通じたシチズンリテラシー向上
STEAM教育（特にリベラルアーツ）/リカレント教育

データ収集、データ結合
データクレンジング、IoTデバイス管理 等

データセット、語彙・コード、データカタログ 等

サービス、ソリューションを実現する個別機能 等

サービス、ソリューション、規約、
契約、エコシステム、実証実験 等

実施機関、協議会、運営組織 等

ビジョン、スコープ 等

地域の未来・CONTEXT

ｔ

F
in

an
ce

古代と未来が融合するスマートシティ奈良（仮）

奈良でのSociety 5.0実現のための第一弾
平城宮跡パークスマートチャレンジ

平城宮跡歴史公園スマートチャレンジコンソーシアム

来園者向けサービス 管理者向けサービス

平城宮跡歴史公園が奈良のスマートシティ化推進
のリビングラボ/市民との共創/リテラシー向上
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八条・大安寺周辺地区まちづくり基本構想



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.95



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.97



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.98



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.99



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.100



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.101



Copyright (C)  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.102

CASE: 情報銀行を活用した健康まちづくり

Worldwide Data Governance
Data Free Flow with Trust

Data Localization

常に議論されるのはデータの取り扱いについて
スマートシティ推進において

市民のデータ
も取り扱うこととなり検討対象

PDS/情報銀行/データ取引市場
情報を信託するという考え方がスマートシティに標準実装される時代
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Apple Watch Series 4は、FDA（米国食品医薬品局）の
認可(日本での薬機法による規制：クラスⅡ)を受け、ECG
（心電図）機能を搭載し、ヘルスケアサービスを展開

シンガポール政府は、Smart Nation政策の一環として、
健康増進局（HPB）はFitbitと提携し、Live Healthy SGを
通じ、健康増進プロジェクトを推進する。
Fitbitのデバイスおよびサービスのエコシステムすべてを
利用し、パーソナライズされた健康体験をシンガポール
国民の参加者に提供する。
【データの取り扱い】
参加者は、HPBとデータを共有するかどうかを選択し、
共有されたデータは、シンガポール国内の他の健康促進
プログラムに提供され役立てられる。同意が得られた場
合のみ、プロジェクトは参加者のデータにアクセス可。

海外でもヘルスケアサービスに注力
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将来の日本の状況 ～社会保障の観点

1980 1995 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2040 2045

インターネット
商業化

Social化 Mobile化 自律化
団塊の世代が75歳以上
の後期高齢者に

singularity

人口（億人）

1.17            1.25            1.27       1.27         1.25        1.24        1.20        1.16           1.07        1.02  

高齢化率

9 %            15 %         20 %       23%        27 %       29 %       30 %      32 %          36 %        38 %

社会保障給付費 (兆円)
87.7        103.4       114.8                              149.3 – 151.0 210.8 – 216.2

医療費 (兆円)
28.1         32.3        37.7                                  49.3 – 51.8 70.5 – 77.2

介護費 (兆円)
5.8           7.5          9.4                                  15.7 – 16.5                             27.3 – 28.7

年金 (兆円)
46.2         52.4        54.9                                      64.2                                         85.9
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65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～

介護が必要となった主な原因の構成割合

脳血管疾患 関節疾患+骨折が急増 認知症が急増
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どのような対策を今から講じ、全国平均より高い要介護（要支援）者数の増加を
抑え、健康寿命の延伸を図るのか？ 市民の巻き込みが重要！！！
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現在取り組んでいる取り組み
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情報銀行/PDS/データ取引市場

情報を信託するという考え方
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パーソナルデータストア

Personal Data Store

PDS

情報銀行 データ取引市場
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現在取り組んでいる取り組み

Data Portability

① 医療データを個人に返すことにより

② 個人の意思に基づく医療データの共有を可能とし医療サービ
スの質と効率性を向上し、

③ 個人が自らの意思でデータを利活用し便益を得ること。
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① 情報銀行に口座を開設し、
② データ提供事業者にかかる必要な情報を登録するだけで、
③ 自分のパーソナルデータが安全に運用されて、
④ 様々な便益が提供され、利益実感が得られる。

ユーザーから見た、
情報銀行のコンセプト

データ提供事業者 情報銀行 データ利活用事業者

：データ

：商品・サービス

：経済的対価

個人（情報銀行ユーザー）

データの請求
（ﾃﾞｰﾀﾎﾟｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ）

デ
ー
タ
運
用
の
指
示

「データは、個人がその成果を享受し、個人の豊かな生活実現のために使うこと」という
理念を実現する為に、情報銀行は個人の代理人（若しくは受託者）として、データの管理
・運用に努めると共に、エコシステム全体の経済的自立と発展を促す。
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阪大病院での実証事業の現況
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（参考）ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB)とは

SIB運営組織

投資家 投資家 投資家

支援団体
（企業・

NPO法人等）

支援対象
（例:高齢者）

支援団体
（企業・

NPO法人等）

公的機関
（自治体等）

資金提供 配当

資金提供

例）認知症予防
サービス提供

コスト削減分の
一部を支払う

＜期待効果（事前算出）＞
例）認知症高齢者数低下に伴
う社会保障費用の削減

【SIBのスキーム例】

行政
コスト

行政
コスト

事業実施
コスト

投資家への
リターン

行政のコスト
削減分

投資家への支払い
（元本＋リターン）

現状 SIB導入後

コスト削減
費の設定
＝目標値

民間資金で社会的コストを削減する事業を行い、事前に合意した成果が達成された場合に後
から行政が事業費と成果報酬を投資家に支払うモデル。2010年に英国で始まり、現在までに
米国、カナダ、豪州や韓国で導入されている。

3つの特徴
① 対象事業が社会的課題を解決する事業
② 投資モデルは社会的成果連動型
③ 事業形式は行政と民間の連携
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まず地域がやるべきこと
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① 地域の課題の洗い出しと構造化（改めて全体俯瞰）

② 首長の下での庁内横断スマートシティ推進体制の整備
→都市開発部局、情報政策部局の連携マスト
→詳しい人を巻き込む（庁内居なければ庁外に頼る）

③ 地域での官民スマートシティ推進体制（協議会等）の整備
→役割分担、誰が何をやる？ アカデミアの協力も大事

④ 官民連携による課題解決のためのスマートシティ全体構想を策定
→常に、住民やステークホルダー全ての便益を考える
→データガバナンスも重要！！主語は市民、目的なQoL向上

⑤ 地域間連携や広域連携も視野に
→分からなかったら詳しい自治体に相談を
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市民を
若者を巻きこもう！！
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Thank you

hironobu.azuma.7

azuma.hironobu@jri.co.jp


